
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

住宅 一般住宅、事務所等が見
られる県道沿いの住宅地
域

南大東空港4.8 ㎞

在所集落西側の農家集落地域 基準方位北　　　
１１ｍ県道

南大東空港　　　　　
南西方
4.8 ㎞

村内人口等は微増傾向。コロナ禍の影響により航空便の減便はあった
ものの村内産業に大きな影響は無い。

地域特性の大きな変動はない。人口増減の変化は少なく、地域産業の
変化も小さいため地域の相対的な経済価値に変動は見られない

規模、形状ともに地域の標準的なものと判断され、個別的要因に変動
はない。

沖縄本島東側の南大東島内の農漁家集落地域である。地域特性に大きな変動はない。コロナ禍の影響により航空
便の減便等の影響はあるものの、総じて島内の不動産需給に与える影響は少なく、価格は横ばいと判断。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

賃貸市場は成熟せず、収益価格を求めることが出来なかった。比準価格の試算に際し、島内では極端に取引が少ないた
め、過去に生起した取引事例も収集・選択して試算したが、各種要因比較、補修性も妥当なものであり、その信頼性は
高いものと判断される。よって、本件においては、比準価格を標準に、過去の取引価格の推移等にも留意しつつ鑑定評
価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏は、島内のみならず隣接する北大東島及び県内の類似の人口規模の離島を含めた農漁家集落地域と判断され
る。島内居住者が主たる需要者であるが島外の者の場合もある。島外資本を活用した宅地開発は見込めず、専ら既存の
住宅地の活用を目的とする取引が主である。主要な取引価格帯は、土地のみで２００万円前後、建物込みで１，２００
万円程度と判断される。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

南大東(県) － 2

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 2

令和 2 7 1

令和 2 7 22

南大東(県)　 － 2 沖縄県 沖縄 不動産鑑定士 宇久　信正

株式会社あおい不動産研究所

令和 2 6 30

令和 2 7 20

（その他）

島尻郡南大東村字在所２８１番１２ 362

1：2 Ｂ 1

北西11 m
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